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労災保険における 看護の給付の 取扱いに関する 留意点について 
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1  竹添看護の対象医療機関について 

平成 1 2 年 4 月に健康保険が、 診療報酬点数表の 改正により従前の 入院環境 

料 ・看護料・入院時医学管理料を 統合・再編 し 「入院基本科」 とする新体系を 

構築したことに 伴い、 労災保険における 竹添看護においても 必要な見直しを 行 

っ たものであ る。 

( 1 )  労災竹添看護の 対象医療機関 

対象となる医療機関は、 入院基本科として 百床診療所Ⅱ 群 入院基本 

料 3 の届出をした 医療機関とする。 

ただし、 従前から一般看護を 受けていた傷病労働者であ って引き続 

き労災 竹 添看護が必、 要な者については、 当該医療機関が 有休診療所Ⅱ 

群 入院基本科 3 以外の入院基本料の 届出をした場合であ っても、 労災 

竹添看護を認めることとする。 
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2  第二種特別加入保険料に 充てるべき手数料の 取扱いについて 
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( 1 )  受付手数料 

1 件につき 6 7 0 円であ ること ( 免税事業者にあ っては、 6 5 0 円 ) 

(2)  紹介手数料 

( イ ) 支払われた賃金額の 100 分の 10.5 ( 免税事業者にあ っては 100 分の 

10.2) に相当する 額 (( ロ ) 及び ( ハ ) の場合を除く。 ) 

( ロ )  同一の者に引き 続き 6 箇月を超えて 雇用された場合 (( ハ ) の場合を 

除く。 ) にあ っては、 6 箇月間の雇用に 係る賃金について 支払われた 

賃金額の 100 分の 10.5 ( 免税事業者にあ っては 100 分の 10.2) に相当 

する 額 

( ハ ) 期間の定めのない 雇用契約に基づき 同一の者に引き 続き 6 箇月を超 

えて雇用された 場合にあ っては、 6 箇月間の雇用に 係る賃金について 

支払われた賃金額の 100 分の 10.5 ( 免税事業者にあ っては 100 分の 

10.2) に相当する 額 、 又は、 当該支払われた 賃金から臨時に 支払われ 

る賃金及び 3 箇月を超える 期間ごとに支払われる 賃金を除いた 額の 

100 分の 14.2 ( 免税事業者にあ っては 100 分の 13.7) に相当する額の 

うちいずれか 大きい 額 

(3)  第二種特別加入保険料に 充てるべき手数料 

支払われた賃金額の 1000 分の 7.5 に相当する 額 

なお、 本 取扱いは平成Ⅰ 3 年 4 月 1 日 以降の看護に 係る手数料から 支給して 

差し支えない。 



おって、 「看護費用の 額の証明書」の 様式は本省で 一括印刷の上、 別途管理 

摸 する予定であ るが、 当分の間は現行様式を 補正して請求させること。 

( 別添 補正 例 参照 ) 
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    歳 @  負傷又は発病年月日 年 月     看護資格の有無 保・ 助 ・ 看 ・ 准 免許 ( 第 号 ) . 無   年 月 目から 年 月 日 まて   日間 

土     @  病 名 入院年月日 年 月   

労働 医 傷病 径 過の概要 

菅 師 支 糸ム " 口 要   竹添看護を必要と 認める期間使 ぴ 看護形態 
  
    イ 病状か重篤のため 常時 要 監視、 随時 要 処置 

続柄 口手術 辛 のため常時 要 監視・随時事処置 
年年 月月 日から 日まで 日間のうち 日間 

十間 止卍 u 体位変換又は 床上起座が不可または 不能 月月 年年 日日 かま らで 日間のうち --j tf f ヰ ニ ・食事・用便ともに 常時要介助 
㊦ 

所 在 地     電話番号 (       
医療機関の   名     年 月   

関 診療担当者 

@@ ト @@ 小 こ 
氏 名 ③ 

  ( 記名押印又は 若名 ) 
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傷病加算の有無 せき 損                 頭部外傷・その 他 ( 場 癬 8 、 
) . 無 

看 
形 態 基準看護 科 X 割増加算 =  日 額 日 数 金 額 摘 要 

花ス イ " 、 。 ピ " p 、 今 は 看 円 X Ⅲ -.@ ロ 一     円 月 日かも 月 日まで   
ボヰ 普通看護 人 八行 ィ弓 ・ 

円 X 
そ 

@@@@ ロ・ 一 一 円   円 月 日から 月 日まで   

  円 X @@ 。 一 一 円   円 月 日から 月 日まて     
旨 護 の 泊込 看護   円 X    @@L ロー 一 円   
  円 月 日から 月 日まて     

  
徹夜看護 

  円 X { 土 ロ 一 " 一 円     円 月 日から 月 日まて     
  円 X 訳 @i= .n@  .@. ミ   円 月 日から 月 日まて     

ば 
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  領収金額         円   @ 主 訴 月   

文 明 看護担当者 電話番号 (     

  上記の全額を 領収したことを 証明します，   

等 
氏 名 ⑧ 

  年 月 日 
( 記名押印又は 署名 ) 

を 
目 し 労働者との続柄 @      歳 ) 

入         左記の金額を 領収したことを 証明します。   して 紹 領収金額         円 
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年 月 日 
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乃 - 明       -@---@ 計                                           円 
代 表 者 

  氏 名 ㊥ 
彊 乱 神必占を喬     ( 記名押印又は 署 剖 

  
  

( 備考 )         

この証明書は、 労働省告示第 10 号 ( 昭和 35. 4. 1) による様式第 7 号 (1) 「療養補償給付たる 療養の費用請求書」 

又は様式第 16 号の 5(1) の「療養給付たる 療養の費用請求書」に 添付すること。 

( 物品番号 629 Ⅲ ; Ⅱ． 7 


